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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第14期

中間連結会計期間

第15期

中間連結会計期間
第14期

会計期間
自2025年４月１日

至2025年９月30日

自2026年４月１日

至2026年９月30日

自2025年４月１日

至2026年３月31日

売上高 （百万円） 57,456 55,959 113,832

税引前中間利益又は税引前利益 （百万円） 19,794 17,492 38,388

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益
（百万円） 13,410 12,639 28,009

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）包括利益
（百万円） 13,569 12,895 28,896

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 103,222 118,270 109,363

総資産額 （百万円） 158,783 189,921 165,104

基本的１株当たり中間（当期）

利益
（円） 79.65 75.41 166.48

希薄化後１株当たり中間（当

期）利益
（円） 76.39 72.68 160.03

親会社所有者帰属持分比率 （％） 65.0 62.3 66.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 10,853 15,622 27,544

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △15,345 △14,911 △25,061

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △8,259 1,601 △21,443

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 22,377 18,870 16,655

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記指標は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当中間連結会計期間における当社グループの業績については、精密接合用樹脂及び形状加工異方性導電膜

（ACF）で、ハイエンドスマートフォン用カメラモジュール向け製品の販売が堅調に推移しました。一方、反射

防止フィルム（ARF）のノートPC用ディスプレイ向けや自動車向け製品で販売数量が減少したことに加え、ディ

スプレイ向けACFではメモリ価格高騰に伴うスマートフォン等の生産数量減少の影響を受けました。光半導体は

増収となったものの、一部製品向けのインジウムリン（InP）基板の調達が計画を下回り、販売数量に影響があ

りました。

　その結果、売上高は55,959百万円（前年同期比2.6％減）、事業利益は17,696百万円（前年同期比12.2％

減）、営業利益は17,603百万円（前年同期比11.6％減）、親会社の所有者に帰属する中間利益は12,639百万円

（前年同期比5.7％減）となりました。

 

　各セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

ａ. 光学材料部品

　当中間連結会計期間において、精密接合用樹脂がハイエンドスマートフォンの販売数量の増加により堅調に推

移したものの、反射防止フィルム（ARF）ではノートPC用ディスプレイ向け製品で当社製品の非搭載モデルの構

成比が増加したことにより販売数量が減少したほか、自動車向け製品で中国自動車市場自体の低迷を背景に、当

社製品の販売が低調に推移しました。

　この結果、売上高は21,396百万円（前年同期比15.6％減）、事業利益は5,785百万円（前年同期比28.1％減）

となりました。

 

ｂ. 電子材料部品

　当中間連結会計期間において、ディスプレイ向け異方性導電膜（ACF）はメモリ価格高騰の影響を受けたもの

の、カメラモジュール向け形状加工ACFはハイエンドスマートフォンの販売数量の増加により堅調に推移しまし

た。また、光半導体はデータセンター向け光トランシーバー用製品等の需要拡大により増収となりましたが、一

部製品向けのインジウムリン（InP）基板の調達が計画を下回った影響がありました。

　この結果、売上高は35,062百万円（前年同期比7.9％増）、事業利益は11,911百万円（前年同期比1.6％減）と

なりました。

 

②財政状態の状況

　当中間連結会計期間末における資産合計は、営業債権及びその他の債権、繰延税金資産が減少しましたが、有

形固定資産、その他の流動資産が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ24,817百万円増加し、189,921

百万円となりました。負債合計は、従業員給付、繰延税金負債が減少しましたが、その他の金融負債、有利子負

債（非流動負債）が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ15,910百万円増加し、71,650百万円となりま

した。資本合計は、利益剰余金、資本剰余金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ8,906百万円増加

し、118,270百万円となりました。

 

（注）１．事業利益は、IFRSに則った開示ではありませんが、当社はこれらの開示が投資家の皆様に有益な情報

を提供すると考えております。具体的には、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除

した当社グループの経常的な事業の業績を測る利益指標であります。

　　　２．各セグメントの売上高にはセグメント間取引が含まれております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間利益が17,492百万円となりました

が、法人所得税の支払による減少があった一方で、減価償却費等の非キャッシュ項目による増加があり、15,622

百万円の収入（前年同期比4,768百万円の収入増）となりました。
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　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、14,911百万円の支出（前年

同期比434百万円の支出減）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い等があった一方で、長期借入れによる収入があったこ

と等により、1,601百万円の収入（前年同期は8,259百万円の支出）となりました。

　上記の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,214百万円増加

し、当中間連結会計期間末には18,870百万円となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、3,332百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性

当社グループの主な資金需要は、運転資金及び設備資金等であります。これらの資金につきましては、営業活

動における収入のほか、安定的な支払能力を確保するため、資金繰りの状況や金融情勢を勘案し、銀行からの借

入れにより調達しております。

今後も、市場のグローバル化や成長市場における事業強化等への対応を含め、国内外における設備投資、出資

等についても長期的な視野で資金需要を認識しております。

なお、当中間連結会計期間末における借入金の残高は、21,666百万円となっております。また、当中間連結会

計期間末における現金及び現金同等物の残高は、18,870百万円となっております。

 

３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 174,741,400 174,741,400
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 174,741,400 174,741,400 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

          該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 174,741,400 － 16,262 － 16,262
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 赤坂イン

ターシティＡＩＲ
27,660,100 15.91

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　

ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　

５０５００１

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

ＯＮＥ　ＣＯＮＧＲＥＳＳ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＳＵＩＴＥ　１，　ＢＯＳＴＯ

Ｎ，　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

18,628,954 10.71

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 14,649,200 8.42

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 7,225,900 4.16

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ

口）
東京都中央区晴海１丁目８番１２号 6,174,350 3.55

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 4,687,500 2.70

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　

ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　

５０５１０３

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

ＯＮＥ　ＣＯＮＧＲＥＳＳ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＳＵＩＴＥ　１，　ＢＯＳＴＯ

Ｎ，　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

2,828,919 1.63

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡ

ＮＫ　３８５７８１

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

２５ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ， ＣＡＮＡ

ＲＹ　ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ，Ｅ１４

５ＪＰ，ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

2,375,428 1.37

株式会社日本カストディ銀行（信託口

４）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 2,341,000 1.35

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　

ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　

５０５２２３

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

 

Ｐ．Ｏ．　ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１

Ｕ．Ｓ．Ａ

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

 

1,768,269 1.02

計 － 88,339,620 50.80

（注）１．株式会社日本カストディ銀行（信託E口）は、従業員に対する自社株式給付のインセンティブプラン「株式給

付信託（J-ESOP）」制度及び取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS（＝Board

Benefit Trust-Restricted Stock））」に係る信託財産の委託先であります。なお、上記委託先が所有してい

る当社株式は、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示しております。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

27,518,400株であります。

３．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、14,598,200株で

あります。

４．上記野村信託銀行株式会社（投信口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、7,225,900株でありま

す。

５．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口４）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、306,900株で

あります。
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６．2023年２月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、みずほ信託銀行株式

会社及びその共同保有者であるアセットマネジメントOne株式会社が2023年１月31日現在でそれぞれ次のとお

り株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日時点における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。上記の大株主の状況は、株主名簿の記載内

容に基づいて記載しております。

なお、当社は、2024年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、下記所有

株式数については、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数

（株・口）

株券等保有割合

（％）

みずほ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目３

番３号
2,744,600 4.25

アセットマネジメントOne株式

会社

東京都千代田区丸の内一丁目８

番２号
1,466,600 2.27

計 － 4,211,200 6.53

 

７．2026年３月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアール エ

ルエルシー（FMR LLC）が2026年２月27日現在で次のとおり株式を所有している旨が記載されているものの、

当社として2026年９月30日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。上記の大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数

（株・口）

株券等保有割合

（％）

エフエムアール エルエルシー
（FMR LLC）

米国 02210 マサチューセッツ州

ボストン、サマー・ストリート

245（245 Summer Street,

Boston, Massachusetts 02210,

USA）

5,390,281 3.08

 

８．2026年４月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社が2026

年３月31日現在でそれぞれ次のとおり株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月

30日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。上記の

大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数
（株・口）

株券等保有割合
（％）

三井住友トラスト・アセット
マネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 4,260,900 2.44

アモーヴァ・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,701,800 1.55

計 － 6,962,700 3.98
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９．2026年５月27日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、キャピタル・リサー

チ・アンド・マネージメント・カンパニー（Capital Research and Management Company）及びその共同保有

者であるキャピタル・インターナショナル株式会社、キャピタル・インターナショナル・インク（Capital

International, Inc.）並びにキャピタル・インターナショナル・エス・エイ・アール・エル（Capital

International Sarl）が2026年５月20日現在でそれぞれ次のとおり株式を所有している旨が記載されているも

のの、当社として2026年９月30日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。上記の大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数
（株・口）

株券等保有割合
（％）

キャピタル・リサーチ・アン
ド・マネージメント・カンパ
ニー（Capital Research and
Management Company）

アメリカ合衆国カリフォルニア州、

ロスアンジェルス、サウスホープ・

ストリート333

（333 South Hope Street, Los
Angeles, CA 90071, U.S.A.）

14,969,725 8.57

キャピタル・インターナショ
ナル株式会社

東京都千代田区丸の内三丁目２番３
号　丸の内二重橋ビル

1,395,400 0.80

キャピタル・インターナショ

ナル・インク

（Capital International,
Inc.）

アメリカ合衆国カリフォルニア州

90071、ロスアンジェルス、サウス

ホープ・ストリート333

（333 South Hope Street, Los
Angeles, California 90071,
U.S.A.）

906,500 0.52

キャピタル・インターナショ

ナル・エス・エイ・アール・

エル

（Capital International
Sarl）

スイス国、ジュネーヴ1201、

プラス・デ・ベルグ3

（3 Place des Bergues, 1201
Geneva, Switzerland）

693,000 0.40

         計             － 17,964,625 10.28
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10．2026年６月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ　マネ

ジメント　アンド　リサーチ　カンパニー　エルエルシー（Fidelity Management & Research Company LLC）

及びその共同保有者であるエフアイエーエム　エルエルシー（FIAM LLC）、フィデリティ　マネジメント　ト

ラスト　カンパニー（Fidelity Management Trust Company）、フィデリティ　インスティテューショナル　

アセット　マネジメント　トラスト　カンパニー（Fidelity Institutional Asset Management Trust

Company）並びにフィデリティ・マネジメント・アンド・リサーチ・ジャパン株式会社が2026年２月27日現在

でそれぞれ次のとおり株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日時点におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。上記の大株主の状況

は、株主名簿の記載内容に基づいて記載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数

（株・口）

株券等保有割合

（％）

フィデリティ　マネジメント

アンド　リサーチ　カンパニー　

エルエルシー

（Fidelity Management &

Research Company LLC）

アメリカ合衆国、19801デラウェ

ア州、ニュー・キャッスル・カ

ウンティ、ウィルミントン、オ

レンジ・ストリート1209

 

2,430,592 1.39

エフアイエーエム　エルエルシー

（FIAM LLC）

アメリカ合衆国、19801デラウェ

ア州、ニュー・キャッスル・カ

ウンティ、ウィルミントン、オ

レンジ・ストリート1209

1,554,838 0.89

フィデリティ　マネジメント

トラスト　カンパニー

（Fidelity Management Trust

Company）

アメリカ合衆国、02110マサ

チューセッツ州、ボストン、

フェデラル・ストリート155、

700号室

262,499 0.15

フィデリティ　インスティテュー

ショナル　アセット　マネジメン

ト　トラスト　カンパニー

（Fidelity Institutional Asset

Management Trust Company）

アメリカ合衆国、03301ニューハ

ンプシャー州、コンコールド、

キャピトル・ストリート9、

CTコーポレーション・システム

570,852 0.33

フィデリティ・マネジメント・

アンド・リサーチ・ジャパン株式

会社

東京都港区虎ノ門4-1-17神谷町

プライムプレイス
571,500 0.33

計 － 5,390,281 3.08

 

11．2026年７月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者であるノムラ　インターナショナル　ピーエルシー（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯ

ＮＡＬ　ＰＬＣ）並びに野村アセットマネジメント株式会社が2026年７月３日現在で次のとおり株式を所有し

ている旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日時点における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。上記の大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基づいて記

載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の総数
（株・口）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 478,305 0.27

ノムラ　インターナショナ
ル　ピーエルシー
（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲ
ＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,
United Kingdom

261,296 0.15

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都江東区豊洲二丁目２番１号 21,767,522 12.46

計 － 22,507,123 12.88
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 845,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 173,723,400 1,737,234 －

単元未満株式 普通株式 173,000 － －

発行済株式総数  174,741,400 － －

総株主の議決権  － 1,737,234 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、従業員に対する自社株式給付のインセンティブプラン「株

式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株

式5,932,700株（議決権59,327個）が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行

（信託E口）が所有している当社株式241,600株（議決権2,416個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、取締役等に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS（＝

Board Benefit Trust-Restricted Stock））」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が所有している当社株式50株が含まれております。

４．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

デクセリアルズ

株式会社

栃木県下野市

下坪山１７２４
845,000 － 845,000 0.48

計 － 845,000 － 845,000 0.48

（注）１.「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として所有する株式5,932,700株につきましては、上記の自己株式等に

は含まれておりません。

２.「株式給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」の信託財産として所有する株式

241,650株につきましては、上記の自己株式等には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28

号、以下、連結財務諸表規則という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、IAS第

34号という。）に準拠して作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2026年３月31日）
 

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  16,655  18,870

営業債権及びその他の債権  21,171  20,766

棚卸資産  10,672  12,075

その他の金融資産 ※10 17  157

その他の流動資産  984  5,440

流動資産合計  49,500  57,310

非流動資産     

有形固定資産 ※５ 76,858  93,121

のれん  21,288  21,288

無形資産  7,497  7,890

持分法で会計処理されている投資  4,702  4,885

その他の金融資産 ※10 599  1,058

繰延税金資産  4,433  4,128

その他の非流動資産  223  239

非流動資産合計  115,603  132,610

資産合計  165,104  189,921
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    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2026年３月31日）
 

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  12,710  14,295

有利子負債 ※10 3,176  4,416

従業員給付  4,473  3,556

未払法人所得税     3,879  4,432

その他の金融負債 ※10 12,011  18,938

その他の流動負債  1,574  1,588

流動負債合計  37,825  47,227

非流動負債     

有利子負債 ※10 13,330  20,039

退職給付に係る負債  3,721  3,666

引当金  458  459

繰延税金負債  387  231

その他の非流動負債  17  25

非流動負債合計  17,914  24,422

負債合計  55,740  71,650

資本     

資本金 ※６ 16,262  16,262

資本剰余金 ※６ 19,331  19,882

利益剰余金 ※７ 77,667  85,449

自己株式 ※６ △5,110  △4,792

その他の資本の構成要素  1,212  1,468

親会社の所有者に帰属する持分合計  109,363  118,270

資本合計  109,363  118,270

負債及び資本合計  165,104  189,921
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上高 ※８ 57,456  55,959

売上原価  △25,382  △24,618

売上総利益  32,073  31,340

販売費及び一般管理費  △11,920  △13,644

その他の収益 ※10 267  558

その他の費用 ※10 △517  △651

営業利益  19,902  17,603

金融収益 ※10 47  56

金融費用 ※10 △194  △397

持分法による投資損益（△は損失）  38  229

税引前中間利益  19,794  17,492

法人所得税費用  △6,384  △4,853

中間利益  13,410  12,639

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  13,410  12,639

中間利益  13,410  12,639

     

１株当たり中間利益 ※９    

基本的１株当たり中間利益（円）  79.65  75.41

希薄化後１株当たり中間利益（円）  76.39  72.68
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【要約中間連結包括利益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

中間利益  13,410  12,639

     

その他の包括利益（税効果考慮後）     

純損益に振り替えられることのない項目     

確定給付制度の再測定  △0  －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

るものとして指定した資本性金融商品の公正

価値の純変動額

※10 △1  △10

純損益に振り替えられることのない項目合計  △1  △10

     

純損益に振り替えられることのある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △38  86

ヘッジコスト  △5  △17

在外営業活動体の換算差額  109  △11

持分法によるその他の包括利益  95  208

純損益に振り替えられることのある項目合計  160  266

その他の包括利益（税効果考慮後）合計  159  255

中間包括利益  13,569  12,895

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  13,569  12,895

中間包括利益  13,569  12,895
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

          （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本
剰余金

 

利益
剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
で測定す
るものと
して指定
した資本
性金融商
品の公正
価値の純
変動額

 
確定給付
制度
の再測定

 

キャッ
シュ・フ
ロー・
ヘッジ

2025年４月１日残高  16,262  19,526  64,442  △4,727  6 0 12

中間利益      13,410         

その他の包括利益          △1 △0 △38

中間包括利益合計  －  －  13,410  －  △1 △0 △38

自己株式の取得    △0    △992       

配当金 ※７     △5,377         

株式報酬取引    △948    1,056       

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
     △0      0  

その他               

所有者との取引額等合計  －  △949  △5,377  64  － 0 －

2025年９月30日残高  16,262  18,576  72,475  △4,663  5 － △26

 

           

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

資本合計
 その他の資本の構成要素  

親会社の
所有者に
帰属する
持分

 

 
ヘッジ
コスト

 
在外営業
活動体の
換算差額

 合計   

2025年４月１日残高  △1 394  412 95,915  95,915

中間利益        13,410  13,410

その他の包括利益  △5 205  159 159  159

中間包括利益合計  △5 205  159 13,569  13,569

自己株式の取得      － △992  △992

配当金 ※７     － △5,377  △5,377

株式報酬取引      － 107  107

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
     0 －  －

その他      － －  －

所有者との取引額等合計  － －  0 △6,262  △6,262

2025年９月30日残高  △7 599  571 103,222  103,222
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当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

          （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本
剰余金

 

利益
剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
で測定す
るものと
して指定
した資本
性金融商
品の公正
価値の純
変動額

 
確定給付
制度
の再測定

 

キャッ
シュ・フ
ロー・
ヘッジ

2026年４月１日残高  16,262  19,331  77,667  △5,110  △12 △0 △39

中間利益      12,639         

その他の包括利益          △10   86

中間包括利益合計  －  －  12,639  －  △10 － 86

自己株式の取得               

配当金 ※７     △4,857         

株式報酬取引    550    318       

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
              

その他        △0    0  

所有者との取引額等合計  －  550  △4,857  318  － 0 －

2026年９月30日残高  16,262  19,882  85,449  △4,792  △22 － 46

 

           

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

資本合計
 その他の資本の構成要素  

親会社の
所有者に
帰属する
持分

 

 
ヘッジ
コスト

 
在外営業
活動体の
換算差額

 合計   

2026年４月１日残高  5 1,259  1,212 109,363  109,363

中間利益        12,639  12,639

その他の包括利益  △17 197  255 255  255

中間包括利益合計  △17 197  255 12,895  12,895

自己株式の取得      － －  －

配当金 ※７     － △4,857  △4,857

株式報酬取引      － 869  869

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
     － －  －

その他      0 △0  △0

所有者との取引額等合計  － －  0 △3,988  △3,988

2026年９月30日残高  △12 1,456  1,468 118,270  118,270
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  19,794  17,492

減価償却費及び償却費 ※４ 3,604  4,579

受取利息及び受取配当金  △47  △56

支払利息  39  95

為替差損益（△は益）  △110  87

固定資産売却損益（△は益）  △221  △17

固定資産除却損  316  82

株式報酬費用  657  951

退職給付に係る資産又は負債の増減額  48  △54

営業債権及びその他の債権の増減額（△は

増加）
 △5,778  458

棚卸資産の増減額（△は増加）  △886  △1,408

営業債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 2,806  1,522

その他  △1,607  △4,208

小計  18,615  19,524

利息及び配当金の受取額  47  295

利息の支払額  △89  △111

法人所得税の支払額  △7,720  △4,086

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,853  15,622

投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券の取得による支出  △25  －

有形固定資産の取得による支出  △14,475  △13,770

無形資産の取得による支出  △958  △1,167

有形固定資産の売却による収入  120  10

その他  △6  16

投資活動によるキャッシュ・フロー  △15,345  △14,911

財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期借入れによる収入  －  7,000

長期借入金の返済による支出  △1,610  △83

自己株式の取得による支出  △992  －

配当金の支払額 ※７ △5,377  △4,857

リース負債の返済による支出  △278  △457

財務活動によるキャッシュ・フロー  △8,259  1,601

現金及び現金同等物に係る換算差額  149  △97

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △12,602  2,214

現金及び現金同等物の期首残高  34,979  16,655

現金及び現金同等物の中間期末残高  22,377  18,870
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　デクセリアルズ株式会社（以下、当社という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記上の本社の

住所は栃木県下野市であります。当社の要約中間連結財務諸表は、2026年９月30日を期末日とし、当社及び連結

子会社（以下、当社グループという。）、並びに関連会社に対する持分により構成されております。

　当社グループは、光学材料、電子材料等の製造・販売が主要な事業であり、光学材料部品、電子材料部品の２

つの報告セグメントに分類されます。

 

２．作成の基礎

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計

年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2026年11月11日に取締役会によって承認されております。

 

３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同一であります。
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４．セグメント情報

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

要約中間
連結損益
計算書計上額 光学材料部品 電子材料部品 計

売上高      

外部顧客への売上高 24,968 32,487 57,456 － 57,456

セグメント間の内部売上高

又は振替高
382 22 404 △404 －

計 25,351 32,510 57,861 △404 57,456

事業利益（注） 8,047 12,105 20,153 － 20,153

その他の収益     267

その他の費用     △517

営業利益     19,902

金融収益     47

金融費用     △194

持分法による投資損益

（△は損失）
    38

税引前中間利益     19,794

その他の項目      

減価償却費及び償却費 1,689 1,914 3,604 － 3,604

（注）事業利益は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除した当社グループの経常的な事業の業績を測

る利益指標であります。
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当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

要約中間
連結損益
計算書計上額 光学材料部品 電子材料部品 計

売上高      

外部顧客への売上高 20,932 35,026 55,959 － 55,959

セグメント間の内部売上高

又は振替高
464 35 500 △500 －

計 21,396 35,062 56,459 △500 55,959

事業利益（注） 5,785 11,911 17,696 － 17,696

その他の収益     558

その他の費用     △651

営業利益     17,603

金融収益     56

金融費用     △397

持分法による投資損益

（△は損失）
    229

税引前中間利益     17,492

その他の項目      

減価償却費及び償却費 1,935 2,643 4,579 － 4,579

（注）事業利益は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除した当社グループの経常的な事業の業績を測

る利益指標であります。

 
 

５．有形固定資産

　当中間連結会計期間において、鹿沼事業所第２工場拡張関連により、有形固定資産が10,648百万円増加してお

ります。

　有形固定資産の取得に関するコミットメントについては、前連結会計年度において23,674百万円、当中間連結

会計期間において19,030百万円であります。
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６．資本及びその他の資本項目

（１）授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数及び発行済株式総数の増減は以下のとおりであります。

（単位：千株）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

授権株式数   

普通株式 300,000 300,000

発行済株式総数   

期首残高 176,418 174,741

期中増減 － －

中間期末残高 176,418 174,741

（注）当社の発行する株式は、全て権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式であり、発行済株式は

全額払込済みとなっております。

 

 

（２）自己株式

　自己株式数の増減は以下のとおりであります。

（単位：千株）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

自己株式数   

期首残高 8,375 7,231

期中増減 △1,136 △211

中間期末残高 7,238 7,019

（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における自己株式数の中間期末残高には、「株式

給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託

E口）が保有する当社株式が、それぞれ6,384千株及び6,174千株含まれております。

２．前中間連結会計期間における自己株式数の増減は、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」の

株式取得による増加500千株及び株式給付対象者への給付による減少1,618千株、譲渡制限付株

式報酬としての自己株式の処分による減少18千株から生じたものであります。

３．当中間連結会計期間における自己株式数の増減は、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」の

株式給付対象者への給付による減少202千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に

よる減少9千株から生じたものであります。
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７．配当金

（１）配当金支払額

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2025年６月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,617 32.00  　2025年３月31日  　2025年６月25日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金240百万円が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2026年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,042 29.00  　2026年３月31日  　2026年６月24日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金184百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2025年11月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 5,091 29.00  　2025年９月30日  　2025年12月18日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金185百万円が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2026年11月11日

取締役会
普通株式 利益剰余金 5,564 32.00  　2026年９月30日  　2026年12月18日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP及びBBT-RS）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金197百万円が含まれております。
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８．売上高

　当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを主たる地域

市場別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
 合計

 光学材料部品  電子材料部品

主たる地域市場      

日本 14,810 15,444 30,255

中国 3,261 10,135 13,396

韓国 2,494 1,151 3,646

台湾 1,778 4,303 6,082

その他 2,622 1,452 4,075

顧客との契約から生じる収益 24,968 32,487 57,456

その他の源泉から認識した収益 － － －

売上高 24,968 32,487 57,456

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
 合計

 光学材料部品  電子材料部品

主たる地域市場      

日本 11,231 15,774 27,005

中国 2,626 10,979 13,605

韓国 2,067 642 2,709

台湾 2,192 5,628 7,821

その他 2,814 2,002 4,816

顧客との契約から生じる収益 20,932 35,026 55,959

その他の源泉から認識した収益 － － －

売上高 20,932 35,026 55,959
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９．１株当たり利益

（１）基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益

（百万円）
13,410 12,639

親会社の普通株主に帰属しない中間利益

（百万円）
－ －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益（百万円）
13,410 12,639

加重平均普通株式数（千株） 168,368 167,600

基本的１株当たり中間利益（円） 79.65 75.41

（注）信託E口が保有する当社株式を、「基本的１株当たり中間利益」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間7,183千株、当中間連結会計期間6,289千株）。

 

（２）希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎

 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益（百万円）
13,410 12,639

中間利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益（百万円）
13,410 12,639

加重平均普通株式数（千株） 168,368 167,600

普通株式増加数   

　株式報酬（千株） 7,183 6,289

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 175,551 173,890

希薄化後１株当たり中間利益（円） 76.39 72.68
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10．金融商品の公正価値

　金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価値測定額を、レベル１か

らレベル３まで分類しております。

 

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能なインプットを直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

①　公正価値の測定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。

 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入金）

　短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

（その他の金融資産、その他の金融負債）

　投資事業有限責任組合への出資金は、組合財産の公正価値を見積もった上、当該公正価値に対する持分相当

額を投資事業有限責任組合への出資金の公正価値として測定し、レベル３に分類しております。組合財産の公

正価値は、一部の組合において投資先の適切な公正価値が入手可能となったことに伴い評価方法を変更し、当

該組合については組合が投資先について公正価値評価した額を、それ以外については外部の専門家又は内部の

適切な評価担当者が投資先について入手可能な直近の財務数値を用いて評価しております。

　資本性金融商品には非上場株式への投資が含まれております。当該投資先の将来の収益性の見通し、純資産

価額や当該投資先が保有する主要な資産等の定量的な情報を総合的に考慮した適切な評価方法により公正価値

を測定し、レベル３に分類しております。

　保証金、未払金の公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　デリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、取引先金融機関から提

示された価格等に基づいて算定し、レベル２に分類しております。

 

（長期借入金（１年内返済予定を含む））

　将来の元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率等を基に、割引現在価値法に

より算定し、レベル２に分類しております。

 

②　償却原価で測定する金融商品

　償却原価で測定される主な金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額が公

正価値に近似している金融商品は、下表に含めておりません。

 

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
金融負債     
長期借入金（１年内返済予定を含む） 14,749 14,758 21,666 21,674
合計 14,749 14,758 21,666 21,674
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③　公正価値で測定する金融商品

　当社グループが経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融負債は以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

投資事業有限責任組合への投資 －  － 90  90

デリバティブ資産 －  17 －  17

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産

       

資本性金融商品 －  － 282  282

合計 －  17 372  389

負債：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債        

デリバティブ負債 －  299 －  299

合計 －  299 －  299

 

当中間連結会計期間（2026年９月30日）

（単位：百万円）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

投資事業有限責任組合への投資 －  － 560  560

デリバティブ資産 －  157 －  157

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産

       

資本性金融商品 －  － 266  266

合計 －  157 827  984

負債：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債        

デリバティブ負債 －  7 －  7

合計 －  7 －  7

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は期末日時点で発生したものとして認識しております。前連結会計年

度及び当中間連結会計期間におけるレベル間の振替はありません。

 

④　レベル３に区分した金融商品

　レベル３に分類された金融商品に係る公正価値の測定は、グループ会計方針に準拠して公正価値を測定し、

経理部門責任者に報告され承認を受けております。なお、レベル３に区分した金融商品について、観察可能で

ないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に重要な公正価値の増減は見込まれていませ

ん。
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⑤　レベル３に分類された金融商品の調整表

　レベル３に分類された金融資産の期首から期末までの変動は、以下のとおりであります。

 

（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日）

期首残高 526 372

利得及び損失合計 △83 454

純損益　（注１）（注３） △81 470

その他の包括利益　（注２） △1 △15

購入 25 －

期末残高 468 827

（注１）純損益に含まれている利得及び損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するもので

あり、要約中間連結損益計算書の「その他の収益」及び「その他の費用」に含めております。

（注２）その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産に関するものであり、要約中間連結包括利益計算書上、「その他の包括利益を通じて公正価値

で測定するものとして指定した資本性金融商品の公正価値の純変動額」に含めております。

（注３）上記、純損益のうち、中間連結会計期間末で保有する資産に関連する未実現損益の変動に起因する額

は、前中間連結会計期間△81百万円、当中間連結会計期間470百万円であります。
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11．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

2026年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・5,564百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・32円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・2026年12月18日

 （注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  
 

2026年11月11日

デクセリアルズ株式会社

取　締　役　会　御　中
 

PwC Japan有限責任監査法人

　　　東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　直　幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村　田　賢　士

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデクセリアルズ株

式会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包

括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを

行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、デクセリアルズ株式会

社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸表

の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続
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企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

　・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

　・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上

 

 

（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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